
１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（参考）

１7年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

千円

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１８年４月１日現在の人数である。

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項
特になし

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　 　

千円

575,117

期末・勤勉手当

14.4

千円

（参考）平均一人

13.4

一人当たり

給与費 B/A

千円

　　計　　Ｂ 当たり給与費

人 　　　　　千円

365,904105 60,958

１8年度

5,8575,477148,255

　　　　　　Ａ

6,660,902

職員数

14,812

給　 料 職員手当

別紙３

区　　分 住民基本台帳人口

　　　　　（１8年度末）

松茂町の給与・定員管理等について

人 件 費 率人 件 費歳 出 額

　　　　　　Ａ

　　　　　　％

51,435 894,776

１8年度 　　　　　　　千円人　

千円

区　　分

実 質 収 支

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円　　　　　千円

(H1４)
９７.３

(H1４)
９５．９

(H1４)
９６.０

(H1９)
9３.９(H1９)

９３．１

(H1９)
9５.２

90.0

95.0

100.0

105.0

松茂町 類似団体平均 全国町村平均

（例）
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況
 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

平均給与月額（Ａ）

歳 13 人 円 円 円

歳 4 人 円 円 円

歳 4 人 円 円 円

歳 5 人 円 円 円

歳 282 人 円 円 円

歳 5193 人 円 円

歳 13 人 円 円 円

平均給与月額（Ｂ）

歳 円

歳 円

歳 円

円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されるデータを使用している。(平成１６～１８年の３ヶ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給

された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。
③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

1.21

う ち 環 境 セ ン タ ー 技 師 4,192,6005,691,486 1.36

う ち 小 ・ 中 学 校 技 師 3,284,3003,978,606

1.43

松茂町 ― ― ―

う ち 給 食 調 理 員 2,970,1004,246,151

区　　分 年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

―

―

―

― ―

―

―

参考

299,800

徳島県

用務員

―

う ち 小 ・ 中 学 校 技 師 53.9 227,200

類似団体

参考

Ａ／Ｂ

調理士

廃棄物処理業従業員

― ―

214,50045.9

―

―

1.22

1.19

1.08

244,280

347,715

320,514

283,639

287,094

273,188

289,269

260,625

355,630

245,500

367,813

―

292,069

182,560

328,016

43.7

職員数

244,725

303,750

徳島県

平均給料月額
区　　分

44.6

う ち 環 境 セ ン タ ー 技 師 等

う ち 給 食 調 理 員

徳島県

46.8

平均年齢

松茂町

48.3

公務員

321,500

360,333 430,414

39.9

民間

平均年齢対応する民間の類似職種

―

う ち 給 食 調 理 員

松茂町

―

―

国

う ち 環 境 セ ン タ ー 技 師 43.3

う ち 小 ・ 中 学 校 技 師 等 40.4

49.6

国 48.8

類似団体

44.3

区　　分

―

平 均 年 齢区　　分 平均給与月額

（国ベース）

平均給与月額平均給料月額

383,541―

323,755

371,755310,200 349,201

390,004

類似団体

松茂町

国 40.7 325,724

273,369

258,600

256,900

374,175

平均給与月額（国ベース）

352,54743.0

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

松茂町

徳島県 45.8 411,180 456,684

43.1 330,800 364,202

類似団体 43.6 323,575 342,159
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（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
（（（（1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　松茂町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　７　　級

347,400

170,200

138,400

176,800

―

―

17

　　　　　　　　人

主幹の職務又はこれに相当する職務

14

特に高度の知識又は経験を必要とする
主事の職務又はこれに相当する職務

　　　　　　　　人
参事の職務又はこれに相当する職務

　　　　　　　　人

4

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

20 26.7

　　　　　　　　人

10

22.6

　６　　級

　２　　級

係長及び主査の職務又はこれに相当す
る職務

　３　　級

　４　　級
課長補佐の職務又はこれに相当する職
務

課長の職務又はこれに相当する職務

　５　　級

雇、主事補及び主事の職務又はこれに
相当する職務

242,250

中　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

292,214

高　校　卒

―

―

松茂町区　　　　　分

　　　　　　　　％

構成比

経験年数２０年

―

―

―

13.3

経験年数１５年

職員数

―

国徳島県

大　学　卒 170,200

138,400

経験年数１０年

142,800

18.7

　　　　　　　　％

6.7

6.7

　　　　　　　　％

5

5

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

一般行政職

―

区　　分

　１　　級

一般行政職

区　　　　分

標準的な職務内容

技能労務職

5.3

3



  

　（（注）平成１８年に８級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

（（（（2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況
　

４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

１人当たり平均支給額（１８年度）

千円 千円 千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～２０％ ・管理職加算　２３～２５％ ・役職加算　５～２０％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【【【【参考参考参考参考】】】】勤勉勤勉勤勉勤勉へのへのへのへの勤務実績勤務実績勤務実績勤務実績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職））））

一律支給

1.6

国

－

松　　　茂　　　町

3.0

( 0.75 月分）

徳島県

1,889

１人当たり平均支給額（１８年度）

0.751.6

3.0

１人当たり平均支給額（１８年度）

1.45 3.0

1.6 0.75

1.45

1,455

1.45

一律支給

１級
13.3%

１級
13.7% １級

0.0%

２級
22.6%

２級
24.6%

２級
10.0%

３級
26.7% ３級

23.3%

３級
30.0%

４級
6.7%

４級
9.6%

４級
11.4%

５級
6.7%

５級
4.1%

５級
4.3%

６級
18.7%

６級
19.2%

６級
11.4%

７級
5.3%

７級
25.7%

８級
7.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

７級
5.5％
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（（（（2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（勧奨退職時　２～３０％加算） ２～２０％加算、

（退職時特別昇給　勧奨・勤続２０又は２５年以上　４～８号）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ((((３３３３) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

 ((((４４４４) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度）

松　　　　　茂　　　　　町

33.5

23.5

 町税賦課徴収業務

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務手当の名称

30.55

41.34

町税事務従事職員の特殊
勤務手当

59.28

町税の賦課徴収に関する事務に
従事した職員

主な支給対象職員

保育業務に従事した職員
の特殊勤務手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

環境センター業務に従事し
た職員の特殊勤務手当

環境センターにおいて業務に従事
した職員のうちし尿及びじん芥処
理施設管理者（１級の資格を有す
る者）

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

8,464

9,464

 し尿及びじん芥処理業務

 保育及び幼稚園業務

 し尿及びじん芥処理業務

141

23.5

33.5

59.28

59.28

47.5

59.28

41.34

国

30.55

定年前早期退職特例措置

47.5 59.28

59.28

月額　　２，０００　円

月額　１２，０００　円

155

支給実績（１８年度決算）

定年前早期退職特例措置

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

保育業務に従事した保育士及び
幼稚園教諭

25.6

3

月額　１５，０００　円

環境センターにおいて業務に従事
した職員（し尿及びじん芥処理施
設管理者で１級の資格を有する者
を除く）

23,250

1,764

左記職員に対する支給単価

月額　　３，０００　円

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） 58,800
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（（（（５５５５) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（１１１１9999年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

管理職特別勤務手当

住居手当

配偶者のいない職員の扶養
親族のうち１人目１１，０００円

手　当　名

自宅居住者　月額３，５００円

内容及び支給単価 との異同

配偶者　１３，０００円

通勤距離に応じ月額

２，０００円～２４，５００円

管理又は監督の地位にあ
る職員のうち、その特殊性
に基づき支給

自動車等を使用して通勤
する職員で通勤距離が片
道２㎞以上の職員に支給

支給額は１時間あたりの
給与額×支給率（１．３５
～１．６０）

給料月額の１３％～１７％

借家居住者　月額１２，０００
円を超える家賃を払っている
職員の場合、家賃の額に応
じ、最高月額２７，０００円まで
支給

９，７０３　　千円

８９２　　千円

２８，８０８　　千円

同

６８５，９１１　　円

 １，９４０　　千円

４（４）に含まれている

役職に応じて６，０００円～
１２，０００円

同

９，８８２　　円

管理職手当の支給を受け
る職員が、緊急の必要そ
の他公務の運営の必要に
より祝日法による休日等
及び年末年始の休日等に
勤務した場合支給

３０，７５９　　円

同

国の制度 支給職員１人当たり

宿日直手当

配偶者以外の扶養親族のう
ち1人　6，5００円

１５歳から２２歳までの者１人
につき５，０００円加算

管理職手当

宿日直を命ぜられた職員
に対して１回４，２００円を
支給

祝日法による休日等及び
年末年始の休日等に勤務
することを命ぜられた職員
に支給

通勤手当

扶養手当

（１8年度決算）
異なる内容
国の制度と 支給実績

３５，２７５　　円

 ５０４　　千円

４（４）に含まれている

１１７，６８０　　円

自宅住居者の
支給額
①新築又は
購入後５年間
２，５００円
②その他
１，０００円

 ５，８８４　　千円

平均支給年額（１8年度決算）

同

異

２１５，６２２　　円

休日勤務手当

6



５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×43.5/100

給料月額×在職月数×25.75/100

給料月額×在職月数×23/100

６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
（各年４月１日現在）

員雇用のため

〈参考〉
人口１万人当たり職員数　７０．２１人

（類似団体の人口１万人当たり職員数１０６．５９人)

〈参考〉

人口１万人当たり職員数　８１．６９人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

教育部門

5

5

8

平成１9年

職 員 数

議会

収 入 役

税務

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に

普
通
会
計
部
門

消防部門

8

民生

期
末
手
当

106

総務

平成１8年

7

17

[   130   ］

　　　３　教育長を含む

15

-2

72

14

2 0

8

2

-7

-1

22

計 80

商工

水道

その他

一
般
行
政
部
門

下水道

小　計

123

等
会
計
部
門

公
営
企
業

合　　計

-1

-2

17 0

6

[   130   ］

408,000

467,200

600,400

0

1

32

6

5

104

8

2

121

　　（18年度支給割合）

区 分

給

料

給 料 月 額 等

511,200

480,000896,000市 区 町 村 長 766,000

収 入 役

612,800

介護認定審査会（共同設置）の事務移管のため

[      0     ］

（参考）類似団体における最高／最低額

0

0

690,000

230,000

320,000

3.5

586,000

15,994,080

7,574,208

6,469,440

総務課付出向職員復帰し他の部署へ異動。嘱託職

水道事業充実のため

幼稚園二年保育により幼稚園へ職員補充

臨時職員雇用のため

海浜公園（指定管理者制度）施設業務委託

幼稚園の二年保育のため

任期毎

議 員

議 長

176,000340,000

155,000

310,200

23 -2

退職手当の見込額である。

「徳島市町村総合事務組合の条例」に準じて支給

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

対前年
増減数

0

主 な 増 減 理 由

2

21

副 町 長

206,800

3.3

　　（18年度支給割合）議 長

市 区 町 村 長

副 議 長

議 員

2

15衛生

農林水産

2

備　　考

副 町 長

258,500

副 町 長

退
職
手
当

報

酬
副 議 長

市 区 町 村 長

収 入 役

土木

小　計

-8

626

7



（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（1111９９９９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

((((3333))))定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

①①①①平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

人 人 人 ％

2

（（（（参考参考参考参考））））集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプランにおけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））

職員数

平 成 22 年 3 月 31 日

16

28歳

～

40歳

計画期間

123

終　期

人

1

職員数

職員数
0

人人

平成17年4月1日

始　期

121

35歳

人

21

～

16

純減率

～～～

43歳 47歳

人 人

数値目標

18

～

人

平 成 17 年 4 月 1 日

～

51歳

36歳24歳

27歳

32歳

31歳

人

10

平成22年4月1日

２名の減

区　分

未満

～
20歳 20歳

23歳 以上

人 人

～ ～

39歳

10 10

純減数

48歳 56歳 60歳52歳44歳

計

人人 人

6

1.6

12

59歳55歳

1211

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成
比

%

8



②②②②定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２1年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

１８年

公 営 企 業 16

0

増 減

27

職員数

80

計画始期

１７　年

増 減

0

△ 20

123

17 17

121

   ５ (1８.５％)6 0　 △１

01

32

17－

0

0 0 △２(△1.6％)

32

123 121

0

職員数

1717
等 会 計 増 減

121計

職員数

一般行政

教　育

消　防

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

増 減

職員数

増 減

26

１年目

80
△８(△10.0％)00△ 8

３年目

72 －72

－3232

121

   １(６．３％)

－

72

２年目 ４年目

１９年 ２０年 ２１年

72

数値目標計

17年～21年 （参考）

9



７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況
　((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業
  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

（参考）水道事業平均

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１8年度支給割合） （１8年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（１９年４月１日現在）

ウ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

6,386 25,863

　　　　　千円 千円千円

5 15,997 3,480

給　 料　　　　　　Ａ

１8年度 人 千円

区　　分 職員数

千円　

29,064

１8年度

Ａ  

　　　　千円

262,766

　　　　給与費 　　B/A

千円

める職員給与費比率

総費用に占める

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円　

１7年度の総費用に占

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費

月額　５，０００　円

千円

5,173

一人当たり

％

職員手当

9.5

期末・勤勉手当

区　　分

職員給与費比率　質収支

総費用 純損益又は実

1,292

平　均　年　齢

35.7 275,817

基本給

1,494

水道業務

427,107

左記職員に対する支給単価

1.45

職員全体に占める手当支給職員の割合（１８年度）

1.6

1.45

0.75 0.75

3.03.0

1.6

60.0

手当の名称

管理職手当を支給されていない職
員（臨時職員を除く）

１人当たり平均支給額（１８年度）

松　　茂　　町

％

　　　　　　区　　分

松 茂 町

平均月収額

24,868

一般行政職

一人当たり給与費

10.5

１人当たり平均支給額（１８年度）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

手当の種類（手当数）

・役職加算　５～１５％

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

支給実績（１８年度決算）

60,000

1

150

企業手当

・役職加算　５～１５％

6,895

普通会計と同様の制度で支給（普通会計４－（２）参照
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エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

④④④④定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

6 6 0 0

（参考）集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率）

千円0 0

無

8(1)③エに含まれる無 8(1)③エに含まれる

無

1,364 千円 682,200

142,500

24,15097 千円

69

無

207

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

管理職特別勤務手当 普通会計４（５）と同様 同

同管理職手当 普通会計４（５）と同様

休日勤務手当 普通会計４（５）と同様 同

同通勤手当 普通会計４（５）と同様

住居手当 普通会計４（５）と同様

手　当　名 内容及び支給単価

238,000同 無

同 無 570 千円

952

平均支給年額

千円扶養手当 普通会計４（５）と同様

（１８年度決算）

支給職員１人当たり

142

（１８年度決算）
一般行政職
の制度との
異同

一般行政職の
制度と異なる
内容

支給実績

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

47

職員数

純減率純減数平成17年4月1日 平成22年4月1日

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 3 月 31 日 同数維持

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期

職員数
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